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第�章 はじめに

純粋経済損失とは､ 被害者自身の生命･身体や財産に対する物理的損害から生ず

る経済的損失 (逸失利益や治療費､ 修理費など) を除外した�､ 被害者の被った損

害が経済的な損失のみである場合を指す｡ コモンロー上のネグリジェンス責任は､

損害発生の合理的予見可能性を注意義務の判断基準とした����年のイギリス貴族

院判例�����	
������������によって身体または財産に対する物理的損害を広

くカバーする救済方法として確立したが､ 純粋経済損失の救済にまでその領域が拡

張されるには､ およそ��年後の����������������������������������

(以下､ �����������事件) を待たねばならなかった｡ 純粋経済損失の回復の承

認がこれほど遅れた主たる要因は､ 純粋経済損失が賠償責任の不確定性という問題

を潜在的にはらんでいることである｡ すなわち､ 一つの不法行為が引き金となって

社会的・経済的なつながりのある人々に経済的損失が波及的に広がっていくことは

ままあり､ そうした損失についての責任を無制限に認めれば､ 加害者は ｢不確定の

額の､ 不確定の期間にわたる､ 不確定の人々に対する責任｣�を負わされる恐れが

ある｡ それゆえ､ ネグリジェンスの純粋経済損失への拡張には､ ｢責任の不確定性｣

の問題を解決するための準則の確立が不可欠であり､ イギリスはもとより､ 他のコ

モンロー諸国でも､ この問題にいかに対処するかがネグリジェンス法の最重要テー

マの一つとされてきた｡

カナダは����年にイギリス枢密院司法委員会への上訴制度を廃止したが､ その

後も相互に影響を与え合うという形で貴族院との密接な関係は保たれ続け､ 不法行

為法の内容も基本的にはイギリス法とほぼ同一のものであった｡ しかし､ ����年

代になって､ カナダ連邦最高裁は純粋経済損失の救済に対する貴族院の消極路線と

決別する姿勢を鮮明にして独自の道を進み始め､ 他の問題領域では見られないほど

大きな乖離が貴族院との間に生じるようになった�｡

純粋経済損失に対するカナダのアプローチを特徴づけているのは､ 類型論を基礎

にしている点である｡ すなわち､ 純粋経済損失全体を統一的なカテゴリーとしてと

らえるのではなく､ 問題状況や法政策上の考慮要素を共通とするいくつかのカテゴ

リーに分類し､ それぞれの特徴に即した責任要件をカテゴリーごとに定立していく
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という手法である�｡ 類型論的アプローチの採用をめぐっては､ 後述するように最

高裁判事の間で鋭い見解の対立があったが､ 現在では判例理論の基本枠組みとして

定着するに至っている｡ その類型とは､ ①過失不実表示､ ②過失による役務提供､

③欠陥製品・欠陥建築物､ ④関係的経済損失､ ⑤公的機関の責任の�つである｡

本稿では紙幅の関係から､ これらのうち③と④に対象を絞り､ イギリス法の動き

と関連付けながら､ 最高裁の判例の展開過程とその到達点を考察する｡ ③の ｢欠陥

製品・欠陥建築物｣ の典型例は､ 建築業者の基礎工事の瑕疵が原因で建物の壁に亀

裂などが生じた場合に､ 建物の転得者など建築請負契約の当事者ではない者が建築

業者に対して修繕費や価値の下落分の賠償を請求する場合である｡ 責任の不確定性

に加えて､ 契約法との衝突という理論的な問題も生じる｡ ④の ｢関係的経済損失｣

とは､ ある者の人身・財産に物理的損害が加えられたことが原因で､ その者と一定

の ｢関係 (通常は契約関係)｣ にある者に経済的損失が波及的に広がっていくとい

うタイプである｡ 送電線の切断事故によって停電が発生し､ その影響を受けた工場

や店舗などが復旧までの得べかりし営業利益の賠償を請求するという､ いわゆる

｢ケーブル・ケース｣ が典型例であり､ 責任の不確定性の問題が最も深刻に現れる

のがこの類型である｡

第�章 欠陥製品・欠陥建築物

(�) ������	
���事件

��������	
�事件は､ 他のコモンロー諸国と同様にカナダにおいてもネグリジェ

ンスの新たな時代の始まりを告げる号砲となって鳴りわたったが､ その後にカナダ

が歩んだ道程は決してなだらかなものではなかった｡ ��年以上にわたって ｢カナ

ダのあらゆる審級の裁判所に拒絶され､ 無視され､ 批判され続けた｣ ���年の最

高裁判決��������	�
������������
���
�	�
��	 �! (以下､ ��������"

	�
�事件) の多数意見と少数意見の間で揺れ動きながら､ 迷走に近い軌道をたどっ

たのである｡

��������	�
�事件の原告である材木業者は､ 被告の設計･製造にかかるクレー

ンを運搬船に搭載して使用していたが､ クレーンに亀裂が見つかったことから修理

が必要となり､ 材木出荷の繁忙期に運搬船を使用できなくなった｡ 亀裂はクレーン

カナダにおける純粋経済損失についての一考察
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の構造上の欠陥によって生じたものであり､ その欠陥はクレーンの倒壊につながる

恐れのある深刻なもので､ 同型のクレーンで既に死亡事故も起きていたが､ 被告は

欠陥の存在を数か月前から把握していたにもかかわらず､ 原告に知らせていなかっ

た｡ そこで原告は､ 被告に対してクレーンの修理費および逸失利益の賠償を請求し

た｡

最高裁の多数意見は､ �����������事件の類型以外の純粋経済損失にまでネグ

リジェンス責任を拡張することを明確に拒絶した｡ その当時の伝統的な見解は､ 欠

陥製品の購入者はその種の欠陥に関する保証契約を製造者と直接結んでいない限り､

契約にもとづいて修理費用の賠償を求めることはできず､ 他方､ 不法行為責任につ

いても､ 製造者が購入者に対して賠償責任を負うのは予見可能な物理的損害につい

てのみであり､ 経済的損失についての賠償請求は認められないというものだった｡

多数意見は､ この伝統的見解を踏襲し､ 製造者に対して購入者の負担した修理費や

逸失利益の賠償義務を認めることは品質保証を製造者に強制的に課すのと同じこと

になるとして､ 原告の請求を認めなかったのである	｡

これに対し､ 
����判事は､ 修理費等の賠償責任はネグリジェンスの一般法理

から導きうるという強力な少数意見を述べた｡ 製造業者は物理的損害を生じさせる

恐れのある欠陥製品を製造しない注意義務を負っており､ 製造物の欠陥が原因で物

理的損害が生じた場合には､ その物理的損害から派生した経済的損失の賠償も従来

から認められてきた｡ 同じ理屈は､ ｢本件のように､ 物理的損害が生じる恐れが存

在し､ かつ損害を受ける恐れがあると予見できる人々の範囲に原告が属している場

合にも､ 等しく経済的損失の救済を根拠づける｣��､ と｡


����判事の少数意見は判決内では孤立したものだったが､ �	��年の貴族院判

決������
���������������������� (以下､ ����事件) で�����������卿

に強い示唆を与え��､ 二段階基準 (�� !���������) という形でカナダに凱旋し､

根づくことになる｡ 二段階基準とは､ 注意義務の存否は当該事案が注意義務を肯定

した過去の判例の事案類型に該当するかどうかではなく､ 二段階に分かれた一般的

基準に照らして決定されるという判断枠組みである｡ すなわち､ 第一段階として､

当事者間に損害発生を合理的に予見できるほどの近接関係 ("��#�$���) ないし隣

人関係があれば､ 一応の (����������) 注意義務が推定される｡ 次に､ 第二段階
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として､ 推定されたその注意義務を制限ないし否定すべき法政策的事情の有無を考

察する��｡ 合理的予見可能性 (�������	
���������	�
��) と法政策 (��
���) を核

とするこの注意義務の一般的判断基準は､ 過去の事案類型にとらわれず多様な領域

に広くネグリジェンス責任を拡張しうるものとしてイギリスはもとより他のコモン

ロー諸国にも多大な影響を与えたが､ カナダも例外ではなかった｡ ����事件の登

場を受けたカナダ下級審の�����������判決に対する態度は大きく動揺し､ 多

数意見を無視して������判事の少数意見への支持を表明する判決も少なくなかっ

たのである��｡ この不安定な法状況に対する最高裁の回答が求められたのが､ ����

年の���
���������
����� (以下､ ���
����事件) である｡

この事件では､ 建物の建築確認をした市の建築検査員が､ 地盤の強度が建築計画

の基準を満たしていないことを発見し､ 工事停止命令を発した｡ しかし､ 建設業者

は十分な改善措置をとることなく命令を無視して建築工事を続行し､ 市当局も必要

な強制措置をとらないまま建物が完成した｡ 数年後､ 事情を知らない原告がこの建

物を買い受けたところ､ まもなく基礎部分が沈下していることが判明したため､ 沈

下解消に要する工事費について市当局を被告として損害賠償を訴求した｡ この損害

は､ 欠陥自体の補修費用､ すなわち�����������事件の多数意見が賠償責任を

否定した経済的損失にほかならない｡ しかし最高裁は､ ����事件の二段階基準を

次のように再定式化して採用し (���� ���
����基準と呼ばれる)�!､ 市当局の注

意義務違反を認めて賠償を命じた｡

� 当事者 (被告と損害を被った者) 間に､ 被告側の不注意によってその者に

損害が生じうることを被告が合理的に予見できるほど十分な近接関係が存在

するか｡ これが肯定される場合､

� (�) 義務の範囲､ および (	) 義務を負う対象となる人の範囲､ または (�)

義務違反によって生じる損害賠償を､ 否定ないし制限すべき事情が存在する

か｡

もとより､ これは�����������事件の多数意見との整合性が問題とならざる

を得ないアプローチである｡ しかし､ 先例の見直しには全員法廷での審理を待つべ

きであると考えた最高裁は�"､ �����������事件が不法行為よりむしろ契約責任

の問題であったことや私人間の訴訟であったことなどを理由に本件とは区別される

カナダにおける純粋経済損失についての一考察
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として��､ ������	
���事件判決の有効性を正面から論ずることを回避し､ 問題の

解決は先送りされることになった｡

(�) ��������事件

���事件を契機として始まったイギリスにおけるネグリジェンス責任の成立範

囲の急激な拡張は､ ����年の�����
������������������� (以下､ �����
�����

事件) で頂点に達した｡ ���事件では､ 建物以外の財産や人身に物理的損害を発

生させる恐れが高い欠陥を物理的損害と同視するという一種の擬制を用いて危険な

欠陥の修理費の賠償を認めたとみることができ､ 単なる欠陥自体の修理費や建物価

値の下落という純粋な経済的損失との区別は､ なお前提とされていた��｡ これに対

し�����
�����事件は､ 被告下請業者の過失によって原告の製本工場の床に亀裂

が発生したが､ 他の財産や人身に損害が及ぶ恐れはまったくなかったという事案だっ

た｡ 貴族院は､ 原告が床専門業者である被告の技術力を信頼して下請業者に指名し

たことを重視して両者の間に近接関係を認め､ 床の張替え費用や工事中の在庫の保

管費・運搬費､ さらには休業による逸失利益の賠償をも認めた｡ しかし､ 直後から

�����
�����事件は責任の過度の拡大を招くのみならず､ 契約と不法行為の伝統

的区別を曖昧にするといった批判が浴びせられ��､ 貴族院もネグリジェンス責任の

拡張に対して慎重な姿勢を示すようになった��｡

貴族院のネグリジェンス責任の縮減方針が確定したのは､ 次の二つの事件である｡

����年の������	����� �����
����!
�"�
��#$	� �% (以下､ ���事

件) では､ 開発業者から建物を取得して賃貸していた原告が､ 被告業者の施工上の

過失によって壁や天井が剥離し始めたことから､ 過去および将来の修理費用､ およ

び将来の修理の期間に失うであろう賃料について賠償請求した｡ しかし､ 貴族院は､

居住者の人身や家具などに物理的損害が生じないうちに瑕疵が発見された場合には､

その修理費は純粋な経済的損失にすぎず､ 買主は品質保証違反として契約上の賠償

請求をなすべきであり､ 契約関係のない請負業者に対して不法行為法による賠償請

求をすることはできないとして請求をしりぞけた｡ そして����年､ ���事件と

同じく建築業者に対する監督義務を怠った地方行政当局の責任が問われた&�
'�(

���
������ ����
���������$�) (以下､ &�
'�(事件) において､ 貴族院は���
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事件を ｢いかなる確立した法理にも基づいていなかった｣��と断じ､ 最終的に否定

するに至った｡ その後､ 貴族院は�������	
�����������������	��において､

先例のない新しい事案類型で注意義務が認められるための要件として､ ①損害発生

の合理的予見可能性､ ②当事者間の十分な近接性､ ③注意義務を課すことが公正・

公平・合理的であること､ という ｢三重基準 (��������
��)｣ を定立し､ 新た

なネグリジェンスの責任類型が承認されることは非常に困難となった｡

カナダ最高裁が貴族院の方針転換に歩調を合わせるかどうかは､ ���������	�

事件の�����	判事の少数意見を採るのか､ それとも多数意見を再確認するのかと

いう問題でもあり��､ その結論は !!�年の"�		���#��	
���	��������$��%�

��&��
��	������	����
��' (以下､ "�		���#事件) で明らかとなった｡ 建物

の瑕疵の修理費について建設業者が契約関係のない転得者に対してもネグリジェン

ス責任を負うかどうかが争われたこの事件で､ 最高裁は多くの予想通りに�!､

�����	判事の少数意見を採用すること (ただし､ 多数意見を��������するとは明

示していない)､ したがって(		�)*�������基準を維持することを明言した｡

この事件では､ 訴外開発業者が設計会社にアパートメントの設計仕様書を作成さ

せ､ その建設工事を建設業者に請負わせた｡ 完成したアパートメントは､  !�'年､

コンドミニアムへの変更後に原告に譲渡され､ 原告が土地建物の所有者となった｡

 !'�年､ 当該建物の外壁に亀裂が入っていることが判明したため､ 原告が独自に

委託した専門家に検査させたところ､ そのときは問題なしとの報告が出された｡ と

ころが､  !'!年になって建物の高層部分の外壁が剥落するという事故が起こり､

原告が再調査を実施したところ､ 外壁全体に構造上の欠陥があることが分かった｡

そこで､ 原告は自らの費用で全面的に外装工事をやり直し､ その費用の賠償を､ 設

計会社､ 建設会社､ および外装工事の下請業者の三者に対して訴求した｡ 被告が訴

訟原因の不存在を理由に訴えの却下を求めたのに対し､ 原審は�+,-����事

件と�����.事件にもとづき､ 人身や財産に物理的損害が生じていない以上､ 欠

陥自体の修理費という経済的損失の回復は認められないとして被告の申立てを認め､

訴えを却下した｡ しかし､ 最高裁は全員一致で原審を破棄し､ 被告の注意義務の存

在を認めた｡

全判事を代表して法廷意見を述べた��,����判事は､ �+,-����事件は契

カナダにおける純粋経済損失についての一考察
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約責任と不法行為責任の競合を認めるに至っている近年のカナダの判例��と調和し

ないこと､ および�������	事件以来純粋経済損失の回復を認める
��	事件を

採用してきた判例法理とも抵触することを理由に､ ���	����	事件はカナダで

はもはや説得的権威を有さないとし��､ 代わりに��	���判事の少数意見を ｢強い

説得力をもつ｣��として採用することを明らかにした｡

そのうえで､ ������	�判事は
��	��������	基準にもとづいて次のように判

示した｡ まず､ 第一段階の基準を適用すると､ 工事に過失があれば隠れた瑕疵が生

じうること､ および､ その瑕疵が顕在化したときに転得者の人身その他の財産に損

害が生じうることは合理的に予見可能であるから､ 当事者間には十分な近接性が存

在したといえる｡ よって､ 被告には一応の注意義務が推定される｡

第二段階の法政策基準では､ ①契約責任との関係､ ② ｢買主注意せよ

(�����������	)｣ の原則との関係､ および③ ｢不確定の責任｣ の問題が考察対象

とされ､ それぞれ次のように判断された｡ ①建築業者の不法行為法上の注意義務は､

建築物は合理的な安全水準を充足しなければならないという一般的義務に由来し､

請負契約上の品質保証義務とは関係なく発生する別個のものである｡ 当初の請負契

約がどのようなものであろうと建設業者の転得者に対する注意義務は影響を受けな

い｡ ②本件のような建物の隠れた欠陥を一般的な転得者が調査・探知することは期

待できない｡ 転得者は欠陥が顕在化した場合のリスクの最適負担者ではなく､ ｢買

主注意せよ｣ は妥当しない｡ ③損害賠償の請求者は建物の居住者に限定されている

こと､ 賠償額は危険な欠陥の補修に要する合理的費用に限定されていること､ そし

て時間的な範囲も建物の通常の耐用期間に限定されていること (時の経過にともなっ

て欠陥と自然損耗との区別が困難になっていくため賠償請求されうる期間は実際に

はもっと短くなる) から､ 建設業者の責任が不確定に拡大する危険はない��｡

このように��������事件は､ 建物の合理的耐用期間内に危険な欠陥が存在する

場合､ 建築業者には実際に人身・財産に対する物理的損害が発生しないうちに行わ

れた､ 危険を除去するための合理的な補修費用を賠償する義務があり､ かつ､ この

義務は契約とは無関係に建築業者に課されるものであるから､ 契約関係にない転得

者に対しても負担する､ ということを明らかにしたが､ 次の二つの点でも重要な意

義をもつ判決である｡ 第一に､ ������事件を明確に拒絶し
��	��������	基
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準に依拠し続けることを宣言したことである｡ これにより､ 純粋経済損失について

一般的な賠償否定原則に立ち戻った貴族院とは袂を分かち､ ネグリジェンス責任の

柔軟な拡張可能性を維持する独自の方向をめざすことが確定した｡ そして第二に､

純粋経済損失の処理枠組みとして類型的アプローチを採るという方向性がより明確

になったことである��｡ 純粋経済損失を�つのカテゴリーに分類し､ それぞれの特

質に即した判断基準を考察するという手法は､ 次章で詳述する�����事件のなか

で	
�����判事によって提唱されたが､ 判事間で見解が対立し､ その採否は不透

明であった｡ 本件の代表意見のなかで	
�����判事がこの類型的手法を再び明確

に採用したことにより､ 純粋経済損失に対するカナダ独自の判例法理を展開してい

く理論的基礎が一歩確立に近づいたのである｡

(�) 小括

��������事件は欠陥建築物から生じた純粋経済損失の救済に広く門戸を開くカ

ナダの立場を鮮明にしたが､ その射程には不明確な点も残された｡ 第一の問題は､

欠陥のある動産にも適用されるか否かである｡ たしかに､ 	
�����判事は ｢大型

で耐久性のある建造物｣��に限定して論じており､ 動産への拡張が当然に肯定され

るわけではない｡ しかし､ 同判事はクレーンの事案である������
����事件の

	
����判事の少数意見を明示的に支持しており､ それを基礎にして定立した準則

から動産を一律に除外する理由は見出せない｡ 下級審でも動産への適用には争いが

なく､ 動産・不動産の区別なく射程が及ぶことについてはもはや異論はないといえ

よう｡

第二の問題はより難解であり､ 人身や財産に損害を生じさせる ｢危険な欠陥｣ で

あることが必要か否かということである｡ ��������事件では建物の外壁が公道上

に剥落する事故 (深夜だったため被害はなかった) が現に起きており､ いつ同様の

事故が再発生して通行人に死傷者が出てもおかしくないという ｢現実的かつ重大な

危険｣��が存在した｡ しかし､ 単に建物の品質を低下させるにすぎない欠陥にも本

件の射程が及ぶか否かは明確に述べられておらず��､ 以後の判例の展開に委ねられ

た課題となった��｡

この問題については､ ��������事件の直後に出されたオーストラリアの最高裁

カナダにおける純粋経済損失についての一考察

(名城法学第��巻別冊���) (��)���



判例���������	
���� (以下､ �����事件) が注目すべき判断を示している｡

�����事件の原告は､ 購入した中古住宅の壁に基礎工事の欠陥が原因で亀裂が入っ

たため､ 建築業者に対して賠償請求をしたが､ その欠陥には原告の人身や財産に対

する危険性は皆無であり､ 損害は純粋に住宅の価値下落分にすぎなかった｡ カナダ

と同様に貴族院の������事件に従うことを拒絶して����事件由来の二段階基

準を維持したオーストラリア最高裁は､ 次のように判示して原告の請求を認容した｡

第一段階の基準として､ 建設業者が適切な工事をするであろうという最初の所有者

(注文主) による信頼と建築業者による責任の引受けにもとづいて両者の間には近

接性が認められ､ もし最初の所有者のもとで欠陥が顕在化すれば､ 建設業者はその

損害について不法行為法上の賠償責任を負う｡ もともと両者の間に契約関係がある

ことは不法行為責任の発生の障害にならないし､ 損失が危険な欠陥の修理費用では

なく価値の下落分にすぎない点も､ そのような区別は ｢本来は技巧的なもの｣��に

すぎない｡ 問題は､ この近接性を直接のつながりのない建設業者と転得者との関係

にまで拡張することができるかであるが､ そのために最高裁は本件の建物が耐久性

のある居住用建物であった事実に着目し､ 基礎工事に欠陥があれば転得者が経済的

損失を被ることは建設業者にとって高度の予見可能性があるから､ そのような経済

的損失が現実に発生したときには､ 建設時からの期間の経過や所有者の交代に影響

されることなく､ 建設業者の過失と転得者の損失との間に因果関係的近接性が認め

られるとした｡ 次に第二段階の基準では､ 転得者は基礎工事を検査する機会がない

ため最初の所有者以上に建設業者を信頼しており､ 建設業者も転得者に対して責任

の引受けをしているとみなしてよいことや､ 建設業者が負う責任は欠陥が最初の所

有者のもとで顕在化した場合と同じ内容であり､ 期間も予見可能性の要件によって

限界づけられるから､ 責任の不確定性の問題も生じないことなどをあげ､ 注意義務

を否定する理由はないと結論づけた��｡

伝統的には契約法の問題である品質保証責任を不法行為法の領域に取り込むオー

ストラリアのアプローチには､ 契約関係の法理 (�
������
��������) に縛られた

契約法の限界を不法行為法によって補完し､ 中古住宅取引における消費者保護を促

進しようとの狙いがある��｡ しかし､ 契約法と不法行為法の境界を曖昧にするとい

う法体系上の問題だけでなく､ 建築業者が確保を義務づけられる ｢品質｣ の水準が
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不明であることや (注文主との契約によって定められた品質か､ 請負代金額や建設

時の取引慣行などの諸事情に照らして契約とは無関係に判断される合理的品質か､

それとも具体的事案における転得者の合理的期待にかなう品質か��)､ 重要でない装

飾的な部分の品質にも適用されるのかなど問題点が多く､ その後オーストラリア最

高裁も �����事件を商業用建物に拡張することを否定している��｡ カナダでは

�����事件に追従する動きは見られず､ �	��	
��事件の適用対象を ｢現実の重大

な危険｣ に限定する下級審判決がいくつか出されており�､ 危険のない欠陥による

経済的損失の救済は認めないのが ｢近時の傾向｣��といえる｡ しかし､ 被告が危険

のない欠陥であることを理由に合理的な訴訟原因が存在しないとして訴えの却下を

求めた場合には､ 裁判所は請求棄却が確実とまではいえないとして申立てを却下す

ることが多く��､ この問題の確定には今後の最高裁の判断を待つ必要がある��｡

第�章 関係的経済損失

(�) �����事件

ある者の人身・財産に加えられた物理的損害が､ 一定の関係を通じて別の者に経

済的損失を及ぼすという関係的経済損失の類型がコモンローの世界にはじめて現れ

たのは､ ���年の������������������������������� (以下､ ������事件) で

ある｡ この事案の原告は､ 第三者の土地のトンネル工事を請け負ったところ､ 被告

水道会社の過失によって生じた水の流入によって予定を大幅に超える工事費用の支

出を余儀なくされたためその賠償を被告に求めたが､ 女王座裁判所の���������

判事は､ 原告は損害を受けた財産に対して単なる契約上の利害関係を有するにすぎ

ないとして請求を棄却した｡ 以後､ ������事件は純粋経済損失全般の救済を一律に

拒否する賠償否定原則のリーディング・ケースとみなされるようになり､ �� ���

�����事件以降も関係的経済損失に関する限りは影響を受けることなく生き続け､

���!年代末に枢密院と貴族院の再確認を受けて!､ 現在も確立したものとなってい

る｡

このような厳格な賠償否定原則を､ "��
#�事件を拒絶して純粋経済損失の救済

をより柔軟に認めるカナダでなお維持すべきかという問題に最高裁が直面した最初

の事案が､ ���$年の���� 	��%��	����&�	�'������%����(��	)	�����*�#	
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���� (以下､ �����事件) である｡ この事件は､ 最高裁が関係的経済損失の回復の

可否の問題に初めて直接に判断を下した判例というだけでなく�	､ 純粋経済損失の

多岐にわたる論点を網羅して詳細に論じられたという点でも極めて重要な判例であ

る�
｡

事案そのものは､ 比較的単純である｡ 原告であるカナダ・ナショナル鉄道

(���) を含む鉄道会社�社は､ バンクーバー近郊のフレーザー川にかかる単線の

鉄道橋を､ 所有者であるカナダ公共事業局 (以下､ ��) との使用許諾契約にも

とづいて使用していた｡ �社のなかでは原告による使用が突出しており､ 通行車輌

の�割近くを原告の列車が占めていた｡ そのため契約では､ 原告は��の要請に

したがって橋の点検・修理・保守作業を��の費用で行うとされており､ さらに

橋を一時的に閉鎖する必要があるときには原告と��との協議でその時期や期間

を決定するのが慣例となっていた｡

����年��月､ 濃霧のなかフレーザー川を航行していた被告所有のタグボートが

過失によって橋脚に衝突し､ 激しい損傷を受けた橋は閉鎖を余儀なくされた｡ 数週

間後､ ��による修復工事が完了して橋は再開したが (工事費用は被告から��

に賠償された)､ その間､ 原告は列車を川の対岸に渡らせるために上流の別の橋ま

で大きく迂回して運行しなければならず､ 経費が大幅に増大した｡ フレーザー川は

船舶の往来が激しく､ 過去にも衝突事故によって橋が閉鎖されたことがあったため､

使用許諾契約では､ 事故によって橋が使用停止に陥った場合でも原告は��に損

失補償を請求できないと規定されていた｡ そこで原告は､ 橋の閉鎖によって被った

損失につき､ 被告に対してネグリジェンスにもとづく損害賠償を訴求した｡

第一審は原告の請求を認め､ 控訴審も被告の控訴を棄却した��｡ 被告の上告に対

し､ 最高裁は�対
で上告を棄却して原告の請求を認めたが､ 判決理由は
対
対

�に分かれた｡ 以下では､ まず各意見の共通点を確認し､ そのうえで相互の対立点

を明らかにする｡

���������判事 (���������� �!�､ ���"両判事の意見も代表)､ ��#����$判

事 (%�&����､ '���!����両判事の意見も代表)､ %$�(�����判事の
人の判事の意

見は､ 次の二つの点では完全に一致していた｡ 第一は､ 純粋経済損失の賠償をすべ

て認めるならば被告に不確定の責任を課すことになるため､ どこかで制限する必要
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があり､ しかも制限の基準は明確でなければならないという認識である��｡ 第二は､

その基準としてごく限られた確立した例外 (���������	�事件タイプ) を除いて

純粋経済損失の回復を一律に否定するイギリス貴族院の
����事件は適切では

なく､ カナダでは�		����������の立場を維持すべきであるとした点である��｡

そして､ 
������	判事と��������判事は､ ともに後述する ｢共同事業｣ が賠

償否定原則の例外であることを認めた｡ しかし､ このように基本的な枠組みは共有

されているものの､ 各判事がとった具体的なアプローチは大きく異なり､ 相互に鋭

く対立した｡


������	判事は､ 経済的損失と物理的損害を類型的に峻別する
����判決

は論理的明確さへの固執の産物であると批判し､ 新しいタイプの事件が生じるたび

に具体的な法政策的判断を行う�		����������の ｢漸進的アプローチ (�	����

��	����������)｣ の方が柔軟で優れており､ 判例の積み重ねによって発展して

いくコモンロー本来の性質にも適合的だとする��｡ そして､ 純粋経済損失を類型化

する分析方法を否定して､ 控訴審が採用した純粋経済損失一般を対象とする抽象度

の高い判断基準を支持する｡ すなわち､ 純粋経済損失であっても､ その発生が予見

可能であり､ かつ過失行為と損失との間に十分な近接性がある場合には､ 責任を制

限ないし否定すべき法政策的理由がない限り賠償を認めるべきであるという判断枠

組みである��｡


������	判事は､ このアプローチの中心概念である ｢近接性｣ を､ 契約にお

ける契約関係や信託における信認関係に相当する不法行為法上の注意義務の根拠と

位置づけ��､ オーストラリア最高裁の���	�判事の見解� を引用して､ 原告の人身・

財産と被告の人身・財産との間の ｢物理的近接性｣､ 当事者間の人的関係などの

｢状況的近接性｣､ 被告の行為と損失との間の因果関係の直接性や緊密性という意味

での ｢因果的近接性｣ の他､ 一方当事者による注意義務の引受けや､ その義務引受

けに対する相手方の信頼など､ 多様な要素を含むと定義する�!｡ ここでは､ 損害が

純粋経済損失であること自体は決定的な意味をもたず､ 単に近接性判断の一資料に

すぎないことになる｡


������	判事はこの近接性基準を本件に適用し､ 原告の財産 (列車および川

の両岸の線路) と鉄道橋とは物理的に密接な関係にあること､ 原告の財産は同社の

カナダにおける純粋経済損失についての一考察
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中心路線の要所にある鉄道橋との結びつきなしには意味をなさないこと､ 原告が橋

の主要な使用者であり､ ���の求めに応じて橋の点検・保守作業を随時行ってき

たこと､ 橋を一時閉鎖する際にはその時期や期間などを原告と���の協議で決め

ていたことなどを根拠として近接性の存在を認めた��｡ 次に､ 第二段階の基準の検

討では､ 原告と���は賠償否定原則の例外である共同事業の関係にあることを認

めたうえで､ 責任の不確定性や結果の不確実性､ 資源配分の非効率性の恐れなど被

告の注意義務を否定すべき法政策的理由は存在しないとして､ 原告の賠償請求を認

容した｡

しかし､ 多数意見のもう一人の判事である���	�
��
判事は､ 近接性の概念を

判断の基礎とすることには明確に反対した｡ 近接性の有無は､ 賠償責任を認める

(または認めない) という結論の表現にすぎず､ �������
判事のアプローチでは

注意義務の判断に原理的基礎を提供することができないという理由による��｡

���	�
��
判事は､ 多くの純粋経済損失の事案で賠償が否定されてきたのはひと

えに不確定の責任を課すべきではないという法政策的配慮のゆえであり､ そのよう

な配慮の必要がない場合には純粋経済損失の回復を拒む理由はないとする｡ この立

場から���	�
��
判事が責任の不確定性の問題を回避するために採用したのが､

｢認識されていた原告 (�
��
����
����)｣ 論である��｡ これは､ 被告が自己の過失

の結果､ 経済的損失を被るであろうことを知り､ または知るべきであった特定の個

人ないし確定した集団に属する者に限定して救済を認めるという､ オーストラリア

の���������(���������) ����� 	!"��#�� $�“�����%��� ”�&で提唱された

基準である｡ この基準を本件に適用すると､ 橋の近くを航行する船舶は橋を損傷し

た場合に橋の所有者だけでなく使用者にも損失が生じることを認識しているのが通

常であり､ 被告も過失による橋 (地元では�'()�� $�と呼ばれていた) の損傷で

原告が経済的損失を被ることを現実に知っていたから､ 原告は ｢認識されていた原

告｣ に該当し､ その賠償請求は認められるべきである｡ これが���	�
��
判事の

結論であった｡

しかし､ この���	�
��
判事のアプローチには他の判事全員が反対を表明した��｡

｢認識されていた原告｣ という基準には原告となりうる者を単に機械的に小規模の

集団に限定するだけの機能しかなく､ 被告の過失の程度や原告の保護の必要性など
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の規範的な観点が全く欠如しているからである｡ ��������判事は､ 船が衝突した

のが特定の者に独占的に利用されていた橋か､ 不特定多数の人々に利用されていた

橋かで区別する極めて恣意的な基準であり､ ｢列車の色にもとづく基準｣ と大差な

いと指摘するとともに､ 賠償を得させるべきでない原告に賠償を与え､ あるいは責

任を負わせるべき被告を免責したりする不合理な結果を招くと手厳しく批判してい

る	
｡

少数意見を述べた��������判事は､ あらゆる純粋経済損失を統一的・包括的に

扱う��������判事の分析手法そのものに批判を加える｡ すなわち､ ｢本件の主た

る問題を､ 『不法行為法上､ 純粋経済損失の賠償は認められるか？』 という単純な

問いとして表現するのは誤りのもとである｡ 私も､ 一定の事案において純粋経済損

失の賠償が認められることに異論はない｡ しかし､ だからといって経済的損失の全

ての事件が同一の分析手法に適合しているとか､ あるいは､ ある類型の事件が別の

類型の事件に必然的に関連しているということにはならない｣	�｡ そのうえで､ ��

������判事は本件の控訴審判決を批判した���������の論文	�に依拠して､ 純粋

経済損失を関係的経済損失を含む�つのタイプに区別し
�､ 本件のような関係的経

済損失はそれ以外の類型とは異なる独自の分析が必要であることを強調する｡ そし

て､ ��������判事 (���������判事と原審も同様) のように関係的経済損失を異

なる法政策的考慮が必要な他の類型と結びつける包括的な分析手法は､ 問題の解決

にはほとんど役に立たないと断じる｡ ��������判事が分析の中心に据える近接

性概念についても､ ���������判事と同じように､ 判断のための原理というより既

に出ている結論を表現するための後付けの言葉にすぎないと批判する
�｡

��������判事によれば､ 本件で適用されるべきは､ 関係的経済損失の救済を原

則として一律に否定する賠償否定原則の他にない｡ 賠償否定原則と呼ばれるものに

は､ ��
�年の������事件に起源をもつ関係的経済損失の事案にのみ適用されるも

のと､ そこから派生した純粋経済損失全体を対象とする ｢一般的｣ 賠償否定原則と

いう広狭二種類があり､ 両者の混同が議論の混乱を招いてきた
�｡ 経済的損失の類

型ごとの差異を無視した一般的な賠償否定原則は正当化の根拠をもたず､ 問題の解

決にも何ら質するところはない｡ �����������事件や����� ������事件 (の

少数意見)､ !�"���#�事件で否定されたのはこの広義の賠償否定原則であり､ そ
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れは望ましいことでもあった｡ しかし､ 関係的経済損失に関する狭義の賠償否定原

則を廃止すべきかどうかはまた別の問題であり､ それは関係的経済損失の特質に照

らして考察されねばならない｡

関係的経済損失を他の類型から隔てる特徴として��������判事が指摘するのは､

以下の四点である	
｡ 第一に､ 物理的損害を受けた財産の所有者による賠償請求の

可能性が､ すでに注意して行動するよう被告に動機づける圧力となっており､ それ

に加えて財産所有者以外の第三者の経済的損失についてまで責任を課すことは､ 不

法行為責任の抑止効果を根拠にしては正当化できない｡ 第二に､ 関係的経済損失に

おいては､ 賠償否定原則は必ずしも原告の損害回復の可能性を完全に排除するもの

ではなく､ むしろ物理的損害を被った財産所有者を経由して補償を受けさせるよう

にする機能をもつ｡ 原告は契約で取り決めておくことによって財産所有者から損失

の補償を得ることができるのであるから､ 不法行為者に対しては財産所有者のみに

損害賠償請求を認めれば十分である｡ 第三に､ 関係的経済損失は､ 損失が際限なく

波及して広がるという問題が特に顕著である｡ そのため､ 完全な損失補償をなすこ

とはほぼ不可能であり､ 関係的経済損失の処理は必然的にプラグマティックなもの

とならざるをえず､ 不法行為が原因で損害を被ったことが明らかである人々の間に､

救済される者とされない者とを画する線を引くことになる｡ それゆえ､ その基準は､

賠償を否定される者に最低限の正当性を感じさせるに足る説得的かつ現実的な論拠

をもつものでなければならない｡ 第四に､ 典型的な関係的経済損失のケースでは

｢事故｣ によって損害が生じるのであり､ そのため被害者となりうる者の範囲を具

体的に予見しえたかを基準にする ｢認識されていた原告｣ 論は妥当しない｡ この基

準は､ 表示の相手方が誰であるかが重要な判断要素となる過失不実表示の類型では

じめて意味をもつものである｡ そして､ 以上ような特徴に照らすと､ 賠償否定原則

こそが ｢それ自体に魅力があるわけではない｣	�けれども､ 結果の確実性・予測可

能性をもたらす最善の基準であると結論づける｡

もっとも､ 関係的経済損失に賠償否定原則が適用されるとしても､ それによって

賠償請求が絶対的に否定されるわけではなく､ 一定の場合には例外的に賠償が認め

られうる｡ �������判事と同様に､ ��������判事も共同事業の関係がある場合

をこうした例外の一つとして認めるが､ 両者はそれぞれ異なった内容で共同事業の
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概念を理解している｡ ���������判事は､ 損害を受けた財産の所有者と原告との

間の関係全体を考慮して､ 不法行為者に対する財産所有者の損害賠償請求権と同一

の権利を原告に認めるのが公正である場合に共同事業の関係が認められるとして､

法政策的判断要素の一つととらえている	
｡ これに対し､ �������判事は､ 共同

事業の概念が共同海損における船舶と貨物の特殊な関係に根拠をもつものであるこ

とを重視し､ 共同海損以外の領域に拡張するには､ 当事者間にこれに匹敵するよう

な強固なつながり､ 具体的には当事者間に損失分担に関する契約が締結されている

ことが必要であるとして､ その適用範囲を厳格に限定する (���������判事の見

解では､ このような契約関係は判断材料の一つにすぎない)｡ 本件では､ 原告が行っ

た橋の修理や保守の費用は���から償還されるという取り決めがあり､ 原告は損

失を分担する義務を負っていなかったため､ 共同事業の関係にはないとされた｡

結局､ ���������判事 (と他の�判事) および���������判事が請求認容､ ��

�����判事 (と他の�判事) が請求棄却となり､ �対�で原告の賠償請求が認めら

れた｡ しかし､ キャスティングボートを握ることになった���������判事の ｢認

識されていた原告｣ 論には他の判事全員が反対した｡ そして���������判事のとっ

た近接性を基準とする手法には､ �������判事ら少数意見の�人だけでなく､

���������判事までが ｢つかみ所のない概念｣	�であるとして強く反対した｡ その

ため､ 本件は純粋経済損失の議論の集大成とも言うべき画期的判例であるにもかか

わらず､ 判決理由が何であるのかは不明のままという奇妙な結果となった		｡

本判決によって生じた混沌とした状況に対し､ 最高裁は�年後に出された前章の

��������事件において一定の回答を与えてはいる｡ 同事件で代表意見を述べた��

�����判事は､ 経済的損失の
類型を再度述べ､ ｢私が����事件で強調したよ

うに､ 経済的損失の回復可能性の問題は､ これらの類型ごとに異なる固有の法政策

的問題を考慮しながら論じられねばならない｣	�として､ カナダ最高裁がこの類型

論を正式に採用することを明言したからである｡ しかし､ ��������事件では

���������判事が自己の見解を述べていないために����事件で展開された論争

に決着がついたとは言い難いものであったし､ また､ 欠陥建築以外の類型について

の考察はまったくなされなかったため､ 関係的経済損失の類型にいかなる基準が適

用されるのかは依然として不明確なままだった｡
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(�) �������事件

最高裁が再び関係的経済損失の問題に直面したのは､ ����年の �����	
��

������� (以下､ �����	
事件) である｡ 使用者が自己の被用者に対する人身傷

害によって被った経済的損失の回復を求めるという､ いわゆる企業損害の事案であ

り��､ �
���事件によって本当に関係的経済損失の回復の可能性が広がったのかど

うかが試されることになった｡

本件の直接の被害者である�は､ 訴外と��パーセントずつ出資して自動車整

備を業とする原告会社を共同経営していたが､ 被告の過失による自動車事故で負傷

し､ その後遺症で自動車整備に不可欠の肉体労働に従事できなくなった｡ そのため､

原告会社は事務作業しかできない�に事故前と同額の報酬を払いつつ､ 新たに従

業員を雇わねばならなくなった｡ そこで原告会社は､ 代わりの従業員への賃金支払

いによって経済的損失を被ったとして､ その賠償を被告に対して訴求した｡

第一審は､ ｢過失行為と損失との間に十分な近接関係があるか否か｣ という

�
���事件における���������判事の基準に依拠し､ 本件ではそれが認められる

として請求を認めた｡ これに対し控訴審では､ �
���事件の基準は近接関係だけ

ではなく予見可能性も要求しているとの見解に立ち､ 被告は原告会社の存在を認識

しておらず予見可能性の要件を欠くとして請求を棄却した｡ 原告の上告を受けた最

高裁は､ 控訴審の判決理由は ｢認識されていた原告｣ 論にもとづくもので誤りだと

したが､ 請求棄却の結論は維持した｡ 問題は､ ���������判事と�� 
���	判事

のアプローチのいずれを適用するのかであったが､ 代表意見を述べた��!
�判事

は自らその重大な選択をすることを巧みに回避した｡ すなわち､ ある者への人身傷

害から波及的に他人や企業に経済的損失が広がる可能性は常にあり､ 責任の不確定

性の問題が存在する以上､ どちらの判断基準によっても原告会社の請求は認められ

ないとしたのである｡ ��!
�判事は､ 本件がそうであるように ｢二つの手法は同

一の結果になるのが通常である｣ として対立が見た目ほど深刻でないことを強調し

たが､ 同時に､ ｢二つのうちどちらを選択するかは､ 適切な事案を待たねばならな

い｣ とも述べ��､ 最高裁の統一的な見解が示されるべきであるとの認識を示した｡
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(�) ��������	事件

最高裁に�����事件の対立解消の機会を与える ｢適切な事案｣ となったのは､

����年の 	�
 ���������(	������) �������������������������� !

(以下､ 	�
����事件) である｡

カナダ東岸沖の油田採掘権を共同で取得した �����"�社と 	�
����社

(この!社が原告) は､ 掘削基地の建造を被告造船会社に請け負わせた｡ 両社は､

税制上の優遇措置を受けるため	�
���������(以下､ 	��) というオフショ

ア・カンパニーを設立して掘削基地の所有権を同社に譲渡し､ 同社から借り受けて

石油採掘を行うという形式をとった｡ なお､ この賃貸借契約には､ 掘削基地の使用

ができなくなった場合でも原告らはその期間の賃料を	��に払う旨の規定があっ

た｡ 採掘作業の開始後､ 凍結防止のための加熱装置から出火し､ 掘削基地は電気・

通信システムに大きな損傷を受けた｡ 出火の原因は､ 被告とその下請業者が加熱装

置が発火しやすいことを警告していなかったため､ 	��が火災防止用のブレーカー

を設置していなかったことにあった｡ 掘削基地の復旧には港に曳航しての大規模な

修復工事が必要であり､ 数ヶ月間にわたって採掘作業は中止を余儀なくされた｡ そ

こで原告らは､ 掘削基地の使用不能期間中にも	��に支払った賃料およびその間

の逸失利益等について､ 被告に対して警告義務違反にもとづく損害賠償を訴求し

た #｡

判決は､ $%��%���判事が��&�����判事を含む他の'人の裁判官の意見を代

表して述べており､ �����事件以来の混乱を鎮めて見解統一をめざす意欲が明確

に示されている｡ もっとも､ $%��%���判事は近接性概念を中心に置く自己の分

析手法を撤回するのではなく､ 自己の手法と��&�����判事のそれとは対立点より

むしろ類似点が多いことを強調することに重きを置いた｡ $%��%���判事によれ

ば､ �����事件において自らと��&�����判事とは結論と方法論の両方の点でた

しかに見解の相違があった｡ しかし､ 第一に､ 結論の対立は関係的経済損失の賠償

が例外的に肯定される場合として両判事とも承認している共同事業に該当するかど

うかの判断が違ったことからのみ生じた｡ 第二に､ 方法論での対立は実際には見た

目ほど大きなものではなく､ 重要な点では一致している｡ すなわち､ どちらのアプ

ローチにおいても関係的経済損失の賠償は一定の要件を満たす特別な場合にしか認
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められず､ それは､ ①原告が損害を受けた財産に対して ｢占有または物権的権利

(��������������������	���
������)｣ を有している場合､ ②共同海損 (��
��	�

	��	��)､ ③原告と財産所有者とが共同事業 (���
��
����) の関係にある場合

のいずれかである｡ そして､ この�つのカテゴリーは限定列挙ではなく､ 裁判所が

将来新しいカテゴリーを認めることは妨げられないが､ その承認には謙抑的である

べきであるとともに､ どのような場合に認められるかを事前に判断できる明確な基

準が必要である��｡

���	����
判事は､ この新しい例外を認めるか否かの判断基準として

�

���	������基準を用いた｡ 本件では､ まず第一段階の予見可能性の基準で原

告らと被告の間に近接性が認められ､ 被告の警告義務が推定される｡ しかし､ 第二

段階の法政策の基準に照らすと､ 原告らを関係的経済損失を被る潜在的なその他多

数の被害者 (事業への投資家や掘削基地の従業員など) と区別すべき理由はなく､

責任の不確定性の問題を回避することができない｡ したがって､ 一応の注意義務を

否定すべき法政策的理由が存在するため､ 新しい例外類型とは認められないとして､

原告らの請求を棄却した��｡

このような�

���	������基準の位置づけの結果､ 本件で関係的経済損失の

賠償請求を否定するのに最高裁が適用したのが�����事件における���	����
判

事の近接性基準であったのか､ それとも�	������判事の類型的手法であったのか､

あるいは両者を融合した新しい手法であったのかは必ずしも明らかではない｡ 例外

的に賠償が認められる新しい場合にあたるかどうかの考察という形をとりながら､

近接性基準によって緩やかに注意義務を推定し､ 次にそれを否定すべき諸々の法政

策的事情を考慮するというのであれば､ �	������判事の類型的手法は入り口だけ

で実際の主役は���	����
判事の包括的手法が握っており､ �����事件によって

広がった関係的経済損失の救済可能性と､ その反面である結果の不確実性がそのま

ま維持されることになる｡ この点につき､ ���	����
判事と並んで判示を行った

もう一人の裁判官である�	�� ����判事は､ ���	����
判事が ｢この困難な法領域

において､ �����事件で自らが採った理論と�	������判事の理論とを融合させ

たこと｣ を賞賛する一方､ 融合させた結果���	����
判事が採用したのは､ ｢�	

������判事が提唱した一般的な賠償否定原則とそれに対する例外類型という手法｣
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であると述べている��｡ 実際､ �������	
判事は本件を新しいカテゴリーとして承

認できない法政策的事情として､ 責任の不確定性が回避できないことに加えて､

��に対してすでに多額の損害賠償責任を負っている被告に､ 不法行為を抑止す

るための責任を追加する必要はないこと､ および原告は事前に契約でリスク配分す

る交渉力を十分に有していたことをあげているが��､ 後述するようにこれらの要件

が満たされるのはごく限られた場合になろう｡ とすれば､ 近接性概念によっていっ

たん注意義務を推定するという操作をはさみ､ 次に義務を否定すべき事情 (ほぼ常

に存在する) を考慮するという形式をとることにほとんど意味はなく､ 実質的には､

賠償否定原則を適用したうえで例外的に賠償を認めるべき事情の有無を考慮すると

いう��������判事の類型的手法に統一されたとみてよいであろう��｡

(�) 小括

純粋経済損失論の展開のうえで､ カナダ最高裁の裁判官の質の高さと洗練された

判決スタイルをいかんなく示した�����事件は､ コモンロー諸国の法律家に多大

な影響を与える画期的判決となった｡ �������	
判事と��������判事は､ 関係

的経済損失で特に顕著となる責任の不確定性の問題に対して､ いかに原理にもとづ

いた解決枠組みを与えるかという同一の問題意識を出発点としながら､ 近接性概念

による包括的手法と類型論的手法という異なるアプローチを採用した｡ この対立は､

単なる表面的な方法論上の相違ではなく､ 具体的妥当性と法的安定性という､ 法的

紛争の解決手法に求められる二つの相反する理念の衝突を反映したものである��｡

様々な具体的事情にもとづいて近接性があると認められれば一応の注意義務が推定

され､ 次に義務を否定すべき法政策的理由の有無を考察するという図式の近接性ア

プローチは､ 柔軟で具体的妥当性に富んだ判断枠組みといえる｡ しかし､ この長所

は近接性という概念の曖昧さのうえに成り立っており､ 結局は事案ごとの具体的事

情によって結果が左右され､ 明確な判断基準とは呼びがたいものである��｡ これに

対し､ 純粋経済損失を分類して類型ごとの判断枠組みを用意するアプローチでは､

関係的経済損失には賠償否定原則を適用し､ 例外類型に該当しない限り賠償が認め

られる余地はないとするため､ 結果の予測可能性や法的安定性は高いが､ 具体的妥

当性が犠牲にされる可能性は否定できない｡ この二つの相対立する要請をどの程度
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まで調和させられるかは､ 例外類型の運用にかかっている｡

最高裁があげる例外類型の第一は､ 原告が損害を受けた物に対する ｢占有または

物権的権利｣ を有している場合である｡ �����事件では､ 傭船者が船舶のみを賃

借して自ら雇い入れた船長と船員を乗り込ませ､ 自分自身のために運航させる賃借

傭船者 (���	��
�������) を例としてあげ､ 原告がこれに類する権利を橋に対し

て有していたならば ｢第三者に対して橋の一時的な所有者となるから｣､ 賠償請求

が認められたであろうと述べている��｡ 具体的には､ 原告が橋の単なる利用権では

なく､ ���から賃借権 (���������｡ 物権として扱われる) の設定を受けていたな

らばこの例外に該当したことになろう��｡ 第二は､ 共同海損である｡ すなわち､ 共

同海損を分担した荷主は､ 支出した分担金 (自己の積荷は損害を免れているから関

係的経済損失である) の賠償を､ 自己の固有の権利として､ 過失ある他方の船舶所

有者に対して請求することができるという例外であり､ 海事法上の確立した準則と

して広く認められている��｡ この共同海損の例外を海事法の領域外に拡張するのが､

第三の例外､ 原告と物理的損害を受けた財産の所有者との間に共同事業の関係があ

る場合という類型である｡ 前二者がごく限定的な場合にしか問題とならないのが明

らかであるのに対し､ 共同事業という例外類型は関係的経済損失の賠償の余地を大

きく広げる可能性を秘めている｡ 実際､ �
��
��	�判事が述べたように､ �����

事件における多数意見と少数意見の正反対の結論は､ 表面的レベルでは共同事業の

定義の違いから生じたものだった｡

�������判事は､ 共同海損と共通する要素が存在することを要求し､ いわば

｢陸上の共同海損｣ に限定する非常に厳格な解釈を行った｡ すなわち､ 共同事業と

は ｢共同海損の場合における船舶と積荷の関係と同視される｣��ものであり､ 具体

的には､ 原告と財産所有者とが損害のリスクを共同で負担し､ 原告が損失を分担す

る義務を負っていることが必要である｡ �����事件では､ 橋の主要な利用者であ

る原告は日常的な保守や補修を自発的に行っており､ たしかに���との間には単

なる使用許諾契約の当事者どうしを超えた関係があった｡ しかし､ 原告の保守・補

修はあくまで列車運行という自己の利益のためであり､ それらを無償で行う義務を

負担していたわけではなく､ また���が被る損失を費用分担という形で填補する

義務も負ってはいなかったことから､ 共同事業にはあたらないとされた｡ これに対
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し､ ���������判事の与えた内容は､ 近接性概念と結びつけられた緩やかなもの

であり､ 当該事案の様々な具体的事情を考慮して原告と財産所有者との間に近接性

が認められれば､ その関係は共同事業に該当するという｡ 	
��事件では､ 原告

の所有地と橋との物理的結びつきや原告による日常的な保守・補修などの事実から

���との間に近接性が認められ､ 両者は共同事業の関係にあるとされた��｡

�
� ������事件での���������判事は､ 共同事業の意味については自己の見

解を示さず､ ただ ｢控訴裁判所は､ 原告と財産所有者とはいかなる観点からも共同

事業の関係と見ることはできない､ と正しい判示を行った｣��と述べているだけで

ある｡ それゆえ､ その内容にはいまだ曖昧な点が残るが､ 共同事業と認められるた

めの非常に厳格な指標を示したうえで慎重な言い回しながら���
����判事の解釈

に好意を示している控訴審��の判断を留保なく承認している以上は､ 少なくとも従

来の緩やかな解釈はもはや維持しないものと解してよいであろう��｡ またそうでな

ければ､ 企業が税金対策の目的のみで設立したオフショア・カンパニーとその企業

という､ 	
��事件における橋所有者と鉄道会社よりもはるかに緊密な関係を共

同事業と認めない理由が説明できない｡

例外は以上の三つに限定されていないが､ 新しい例外類型が認められるためには

｢関係的経済損失の回復を原則として否定する法政策的理由を打ち消す｣��事情の存

在が必要である｡ 	
��事件で���
����判事が指摘した関係的経済損失の特性

に照らすと､ 原告は次の事実を証明しなければならない｡ まず､ ①責任の不確定性

の問題が存在しないこと｡ これは絶対的な要件であるが､ それだけでは足りず､ さ

らに②直接の被害者である財産所有者に対する被告の責任が小さすぎること､ また

は③原告が事後的に不法行為責任を追及するしか自己の利益を守る手段がないこと､

のいずれかが必要である｡

�
�������事件以降の裁判例は､ ①の不確定の責任の恐れがないという原告の

主張を認めるのにかなり消極的である���｡ たとえそれが認められたとしても､ ②の

不法行為に対する抑止効果を補完するための責任加重の必要性は､ 財産所有者との

免責特約によって被告が現実には賠償する必要がなくても､ 賠償責任を負う可能性

がありさえすれば否定されるため (�
�������事件がまさにそうである)､ この

主張が認められる状況はかなり限定されるであろう｡ ③は､ 損害を受けた財産所有

カナダにおける純粋経済損失についての一考察

(名城法学第��巻別冊���) (��)���



者との間で使用不能期間の賃借料免除などの特約を結ぶことによって自己の損失を

回避する機会があったのにそれを利用しなかった者は不法行為法による救済を受け

るに値しない���､ あるいは自らリスクを引き受けたとみなされる���､ という理由か

ら広く支持されている賠償否定原則の正当化根拠の一つであり､ 財産所有者との間

に相当な交渉力の格差があるため事前にリスク配分することが事実上原告に期待し

えないと評価される場合に限られよう｡ このように､ 今後新しい例外が認められる

のはかなり困難であると思われ､ �����事件でいったん大きく揺れた振り子は､

再び元の位置に戻ったと見てよいであろう｡

第�章 結び

以上､ 純粋経済損失の類型論を基礎として､ 類型ごとに固有の注意義務の判断基

準を定立していくというカナダ独自の判例法理の展開を､ 二つの類型に絞って跡づ

けてきた｡ そのアプローチは､ 判断基準の明確性を強く指向し､ 法政策的事情を中

心におきながら恣意性をできるだけ排して ｢原理にもとづいた柔軟性｣��	を追求す

る姿勢によって特徴づけられている｡ ともすればケース･バイ･ケースの恣意的な判

断に陥りやすい法政策の問題を正面から論じ､ 考慮すべき法政策的事情を明確に析

出するその分析手法は､ 多くの貴重な示唆を含んでいる｡ カナダで積み重ねられて

きた豊かな議論とその成果は､ 純粋経済損失をめぐる諸問題への答を探るうえでの

欠かせない研究対象として､ 今後いっそう注目を集めていくと思われる｡

ところで､ 類型論はあくまで分析ツールにすぎず､ 
類型に該当しない純粋経済

損失の救済が排斥されるわけではない���｡ では､ これから新しいタイプの事案で注

意義務が認められていく可能性はどれほどあるのだろうか｡ 最後に､ この問題に触

れておきたい｡

最高裁が���年代半ばに�������������基準を採用してから����年代にか

けてが､ カナダにおいて新しい類型の純粋経済損失の救済可能性が最も広がった時

期であった｡ しかし､ ����年の����������������
 (以下､ ������事件) によっ

て状況は大きく変化してきている｡

������事件では､ 住宅ローン仲介業者が一般投資家から集めた多額の資金を不

正な目的に流用して莫大な欠損を生じさせたため､ 投資家らが､ 仲介業者を監督す
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る立場にある登録官が速やかに対応していれば損失の発生を防ぐことができたとし

て､ 登録官と州政府に対して集団訴訟を提起した｡ 最高裁は､ まず本事案が判例で

確立した既存の類型のいずれにも該当しない新しい問題状況であるとしたうえで���､

����基準に ｢立ち戻り｣､ ｢法政策的考慮がネグリジェンス責任の範囲決定で果た

す役割に光をあてて磨きをかける｣���として､ 次のような根本的な修正を加えた｡

従来の第一段階の基準では､ 損害発生の合理的予見可能性があれば当事者間に十分

な近接性が認められ､ 一応の注意義務が推定されていた｡ つまり､ 予見可能性と近

接性は同一のものであったのに対し､ �		
��事件の最高裁は､ 予見可能性に加え

て近接性が必要であるとし､ 両者を別個の要件とした｡ そして近接性の有無は､ 当

事者間の ｢期待､ 表示､ 信頼､ 関わっている財産その他の利益｣ など様々な事情を

考慮して､ 被告に注意義務を課すことが ｢公平かつ公正｣ であるかどうかによって

判断されるとした��｡ これは従来は第二段階で考慮されていた (被告側に証明責任

のある) 法政策的要素であり､ それが第一段階に組み込まれたことは､ 負担が原告

に転嫁され､ 疎明できない原告は訴えを却下されるリスクを負うことを意味する���｡

そして､ 原告がこれをクリアした場合に適用される第二段階の基準では､ ｢残りの

法政策的理由｣���､ すなわち注意義務を認めることによって他の法的義務､ 法体系

および社会に与える影響といった､ より一般的事情の考慮によって注意義務を否定

すべきかどうかが考察される｡

���������		
�基準の第一段階を二つに分け､ 近接性の要件を追加する修正が

最高裁自身の言うような ｢ある程度は学術的な問題｣���にとどまるものではなく､

先例のない新類型が承認されるのを困難にする実務上も大きな改変であることはつ

とに指摘されている���｡ 新しい������		
��基準に対する評価は分かれるが､ 貴

族院の保守的な意味での ｢漸進的アプローチ｣ を象徴する ｢三重基準｣ に極めて近

いものであり���､ 実質的には���
��事件で貴族院が演じた����事件からの撤退

の再現に他ならないとする批判は強い���｡ ｢カナダにおいてもネグリジェンス責任

の自由闊達な拡張の終わりがきたことを告げる｣ ｢画期的な判決｣��� と評される

�		
��事件によってカナダのネグリジェンス法はどのように変質し､ どこに向か

うのか｡ いったん決別したはずの貴族院の消極的路線への再接近ないし融合の道を

たどるのか｡ その詳しい検討は､ 他の類型の考察とあわせて別稿の課題としたい｡
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注

１ 自己の身体・財産に対する物理的損害に起因する経済的損失は ｢結果的経済損失 (����

������	
�������
�����)｣ と呼ばれ､ �����������事件 (��������) を待つまでも

なくネグリジェンスによる救済の対象であり､ 損害のどこまでを賠償範囲に含めるかと

いう遠隔性 (���	�����) の問題が生じるだけである｡ �������	���	����������

�	�������	
�����(���	���	���) �	���[�� �] �!���" �

２ #���"$����%&"�腐敗したカタツムリが混入したジンジャー・ビールを飲んだために胃

腸に障害をきたしたカフェの女性客がビールの製造業者に対して損害賠償を求めたこの

著名な事件で､ 貴族院の�	'
�卿は､ 被告の過失行為によって原告が損害を被ることが

合理的に予見可能であり､ かつ､ 原告が被告の行為によって直接影響を受けるような

｢密接かつ直接的｣ 関係にあれば､ 被告は原告に対して注意義務を負うという､ ｢隣人原

則｣ として知られる注意義務の基準を定立した｡

３ #��&($����(&%�現在は過失不実表示のリーディング･ケースとして知られるこの事件で､

貴族院は当事者間に契約関係がある場合､ 信認関係がある場合､ および ｢特別関係｣ が

存在する場合に注意義務が発生し､ ｢特別関係｣ は､ ある者が､ その判断・技量・調査

能力が他人によって合理的に信頼されうる状況に置かれている場合に､ 他人が自分の情

報あるいは助言を信頼しているということを知りつつ (または知っているべきであった

のに)､ その他人に情報・助言を提供することを引き受けた場合､ または情報・助言が

伝えられることを容認した場合に生じたとみなされるとした｡

４ )�	��������*���+��� (,�-((�(,�.�����) �	(((�

５ �/年代半ばには､ 純粋経済損失の扱いをめぐってカナダ以外のコモンウェルス諸国でも

貴族院からの ｢離反｣ が相次ぎ､ オーストラリアでは ���%年の �����事件 (�����

����) で､ ニュージーランドでは 0�������1
���
	������
������
��#���($�

,�2���3�%��で､ それぞれ貴族院の����+�判決 (�������"() を採用しないことが明

言され､ 各国のネグリジェンス法が独自の方向に展開していくことが確実になった｡ ���
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６ ����������	�
�����������	
�	����������������������������������������

(����)����後述するように純粋経済損失の類型ごとの差異を重視するアプローチは

�������	�
によって提唱され､ ���	�事件 (�����
��) で������	�判事の支持を受

けた｡ もっとも､ オーストラリア最高裁はこのような類型論を明確に排除しているし､

類型的分析に批判的な論者も少なくない｡ ��������
�“��������������
������		�

��		�
 �����	�!��"!����	��‘�����������#’”�(����) ��$��%�&�'����(�

は､ ｢規範的な観点から正当化できる根拠のない方法で判例を整理しようとしている｣

と断じ､ 事案がどの類型におさまるかを考えることにばかり主眼が移ってしまうと批判

する｡ また､ ��
��“)��*��+��� ���
������		�,	)������ �� ��������������

�”�[����] )�-��.,�/01�'2!01�32も､ 類型化の基準が恣意的であり､ 現実の事案は

複数の類型にまたがって該当することも多いため､ この類型論は役に立たないとする｡

７ �������	�
�“4�

���+��
����
�������������
��'5�*�����
	�������
���

4������	��
�����%
#����6”�(�//�) ����
*�	�-�('���(/

８ 0�/3(2��&���/

９ ただし､ 全員一致で被告の警告義務違反を認定して､ 原告が現に被った繁忙期における

逸失利益と､ 被告が早期に警告していたらそれだけですんだであろう閑散期における逸

失利益 (この分は賠償義務なし) との差額についての賠償は認めた｡ 本件判決の直後に

出された評釈では､ 物理的危険を警告義務の要件にする��	��
判事に対し､ 損害の性

質による限定を特に付さずに警告義務を認めた多数意見の方がネグリジェンス責任拡大

の可能性を秘めていると評価されている｡ ���*�
��#�“��+��+�
���
����
����

��		�)����
����
)�7���&�	�”�(�/3() /��8&�������(!��3なお､ 専門業者

に対する顧客の信頼にもとづくこの警告・情報提供義務は､ 後に医師へと拡張され､ 現

在では&����"9���
�事件はカナダにおけるインフォームド・コンセントのリーディ

ング・ケースとしてもよく知られている｡ �������#�“)�������	� :�����!;����
�

��
 ���
������#�
��
���”�(�//�) �/<��������
��

�� �����
�������

�� 0�/3�2%�3��

�� 判決のなかで4��7�� ����卿は､ ��	��
判事の少数意見とニュージーランドの*�"�


�;������
�*������	(<������
) ����0�/332��=�&'/(に強い示唆を受けたと

明言している (������3�/!35�)｡

�' ������3��!3��

�( 最高裁自身､ ���	�事件 (�����
��) において､ ｢��	��
判事の安全と被害拡大の防止

に対する配慮は正当である｣ (����5/����������	�-)､ ｢経済的損失の回復を警告義

カナダにおける純粋経済損失についての一考察
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務違反に限定する多数意見には疑問がもたれてきた｣ (������������	��
����) と述

べている｡ なお､ 多数意見を無視する下級審判決が出始めるのは	����判事の少数意

見を支持した��事件以降のことであり､ カナダの下級審裁判所がいかに貴族院を

(時には自国の最高裁よりも) 重視していたかを示す好例といえる (�����
���は､ カ

ナダに独立の司法権が存在するのか疑わしいほどであると皮肉を述べている｡

�����
����“�
������������������� ��	����!����"���#� ������������

������������!
���”�(�$$�%�$$&) �'���	�������()����������
����“����

�	
��������������"�!�  ����
�*�+�� �!����’�������!�������������

!����������	�,”�(�$-'%�$-.) (/��0���	���.($��..�%..-)｡
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�$ 1�$-(2��!�.�/�

�/ 5��7������
卿は､ ��事件における損害を ｢有形の物理的損害｣ と分類している

(����������&.$)｡ これは､ まだ経済的損失の救済が困難だった時期の控訴院判決

8������3�9����9��:8!�1�$&�2�;�3�(&(で原告を救済するために8��9卿

が用いた論理を援用したものであり､ ��事件後この分類に従う判決もあったが､ 8<

��������事件以降､ 建物自体の欠陥は経済的損失であるとされるに至った｡ *��=’8����

“������������������������������"�4����,��
��� ���������6”�(�$$�).'

��	���.����.��%.�')0������*>��>�>���“?�9��9�����8��������3�����9�"8�%
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�� ���������	�
���この事件で問題となったのは建物の基礎部分の危険な欠陥であり､ 廉

価での売却を余儀なくされた所有者が､ 欠陥がない場合の市場価格との差額の賠償を行

政当局に求めたのに対し､ 貴族院は､ 物理的損害をともなわない経済的損失の賠償が認

められるのは��������事件における信頼関係のような特別の近接関係が当事者間

に存在する場合に限定されるとして請求を棄却した｡

�� �����������������������なお､ ����卿は､ ��������� !事件においては���!

事件に依拠した多数意見に極めて近い立場をとっていた｡

�" ����#����	�"#��

�� $%&'!���!事件 (	
������
���#�(�#"������������)��������(�����������

*��+�) と,��-��事件 (	
������������������������) の両方で��! ��判事の

少数意見の否定と多数意見への支持が表明された｡
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� ��&��!�判事は､ 建築業者の負う不法行為法上の注意義務は ｢危険な欠陥を含まない

ような合理的な安全水準に従って建物を建てる義務｣ であり (���������
)､ ｢私の考え

では､ 過失ある建物の建設によって生じた人身や当該建物以外の財産に対する危険の程

度は､ 建物の修繕費用の回復を不法行為法によって認めるか否かの判断に不可避の法政

策的考察における基本要素であるから､ これ (訳註：本件欠陥が危険なものであること)

は重要である｡｣ (����) とするものの､ ｢本件では現実の重大な危険が明白に存在する

から､ 建築業者が転得者に対して危険性のない欠陥の修繕費用についても原則的に注意

義務を負うべきか否かを考察する必要は認められない｡｣ (�����(��#) として､ 危険性

のない欠陥を本判決の射程から除外することを慎重に避けている｡


� ここで問題としている私人である建設業者の責任と異なり､ ��0���-!事件のように行

政機関が法令上の監督義務や調査義務を懈怠したことによって建築物に生じた欠陥につ

いては､ 行政当局は危険性のない品質上の欠陥についても損害賠償請求を負うことが確

立している｡
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�� (����) �����	�
�����

� �����������

� 本判決には多くの問題点が指摘されているが､ 特に､ 転々譲渡されたのが居住用建物で

あるという事実を近接性認定の根拠としているために､ 類似の事案で建物が商業用建物

や複合施設である場合に注意義務が認められるかどうかの判断基準として役に立たない

と批判された｡ ��������“������������������	����� �!����!��"���#$"���%

�&��”�(���') �(�	�
���'������� ��)(�  �“��&���*��"����+�#����,����-����
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��
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 6��&���4������*�,�����������	� �,��+8���	� ��(���) �����	�
�����ただ

し､ 多数意見は､ 居住用建物と商業用建物との区別論を明示的に採用したわけではなく､

投資会社である原告には売買契約に品質保証特約を付けさせる交渉力や契約前に物件を

調査する能力を有しており､ 被告の過失による経済的損失から十分に自己防衛できる立

場にあったことから脆弱性 (,"&����/�&���) の基準を満たさないことにもとづいて被告

の注意義務を否定している｡ 9����事件から6��&���4事件に至るまでの商業用建物へ

の拡張をめぐる下級審判決の動向については､ ���,���“6��&���4������*�,��������

�(:	� ,��+8�(:	� %9���� �	���59"�& ���’	��/�&����� �"����������

	���”�(����) ��2�&/�;�	�
��'����'�%���を参照｡
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���������	

������������(���������)�

�� 危険性の基準自体も必ずしも明確とはいえず､ 例えば雨水の浸入や基礎部分の軽微な亀

裂のように今は危険ではないが長期間たてば進行して危険性を帯びる可能性があるとい

う欠陥をどのように扱うかという問題もある｡ ������������������������� �!�"���

#���$����$#���%�	

��&���	
�(&�������) のように､ 差し迫った (��������) 危険

であることを要求する下級審判決もあるが､ ほとんどの判決は切迫性を問わず ｢現実の

重大な危険｣ であれば足りるとしている｡ ���$'����%“&�����'�(�����$�$�����

�"�(������"��������”%(	

)*	

+) �,&���-���	)���)�

�� (,�.))%-�/�,
0�!��)��

)
 ������1����� ������� �&��$���2-���$(&������(���$3�����)%�,��+�,����,

(4���)%�33����������"���3�������������1����"5���$6-���"7����� ��-���

 �����8����"�33������%�,��+�,����.�)(9�-�)�

), �,��	�,����/�,
	,�

)	 ���$8事件以前､ 過失による送電線の切断が原因で生じた経済的損失の賠償責任が争わ

れた下級審判決がいくつかある｡ ���1��9����$-��� �:����(������) -���%(,�)�)

,.;�-�/�(	�) 	�	(���9���)%��������	,;�-�/�(	�) 	+�(�������) では､ 停

電により営業時間を短縮せざるをえなかったホテルのレストラン等の逸失利益について､

損害の性質を問題とせずに予見可能性だけにもとづいて賠償責任を認め､ 9����� �

!�$�%(,�.�) ��;�-�/��),(���9���) でも､ 養鶏所の酸素供給装置が停止したため

に大量死亡したヒナの代金について､ 電力に依存した現代社会で停電を起こせば何らか

の形で他人の財産に損害を引き起こすことは当然に予見可能であるとして賠償責任を認

めた｡ これに対し､ ;�������(�3���������-�� �-�/�&�;�����7���$-���%

(,�.,) 	,;�-�/�(���) 	��(���������) では､ 停電による工場の操業停止で生じた

逸失利益は因果関係が遠すぎるとの理由で賠償責任が否定された｡

)� 判決全体で､ .カ国にわたる�	の学術論文と､ )つの法域における+	の判決が縦横に

引用されており､ このようなカナダ最高裁による比較法の駆使という手法は､ 他のコモ

ンウェルス諸国の法律家に多大な影響を与えているといわれる｡ ���(��'���%“4�����

<�������-�$$���"���3�����������������”%�,����(�-���-<=#�	���>	+�*�>	.�6

?������%“<�������-�$$��������”%(,���) (�-�/�+���.��

)� (,���) 	+?�(�/��,6�,��
��?���,,��第一審では原告以外の鉄道会社も同時に賠償請

求したが､ 認められたのは原告の請求だけで､ 他社の請求はすべて棄却された｡ その後､

被告と原告以外の鉄道会社との間の賠償問題は原告との訴訟の結果に従うとの合意が当

事者間で結ばれたため､ 控訴審以降は原告の請求だけが問題とされることになった｡

カナダにおける純粋経済損失についての一考察

(名城法学第+
巻別冊�,
) (�
)+��



�� ���������������	���
��������	������	�����
�����������������	���

�����������

�� ��	
�������	���
��������	������	�����
�����������������	������������

��

�� ��	
��������貴族院が�����事件で採用した､ コモンローは既存の確立した事案類

型とのアナロジーにもとづいて少しずつ発展していくべきであるという手法も ｢漸進的

アプローチ｣ と呼ばれているように､ ｢漸進｣ という言葉の意味には大きな幅がある｡

�����事件以降のイギリスにおける ｢漸進｣ がほとんど静止を意味するのに対し､ 包

括的な法準則にもとづく��
������判事の ｢漸進｣ は柔軟な法発展を指向するものとい

え､ 両者は対極的である｡ ��������	“ ��!�������"#���$�������$ ��%�&��'

!�������(�&��&����
�)*���	�������
	��������������”	(����) ��!�+�,����

�����は､ 前者を ｢狭い漸進主義｣､ 後者を ｢広い漸進主義｣ と呼ぶ｡ %����������	

�������������-�������	“#���$�����%�������������.����"!��”	����	����

�	���	��	(����������	����) ���/'�0�

�/ %���12�$�����の二段階基準の適用とされているが､ 実際には第一段階を予見可能性

と近接性の二つに分けた三段階基準であり､ 第�章で紹介する!����事件への伏線が

すでに存在していたことが分かる｡
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�� �������������!��������3��$��	(��/�) ��%�
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�� (����) ���!�
�,��0��その後､ オーストラリア最高裁は 4����%����4��
���	

(����) ��%�
���,�����において関係的経済損失の賠償を極めて広く認める特異な立場

を打ち出している｡ この事案では､ 被告がウィルスに汚染された種イモを販売したこと

が原因で周辺地域に長期にわたる農作物の出荷禁止命令が出され､ 有利な市場から締め

出された農場経営者の他､ 出荷作業用の賃貸倉庫の所有者､ 農地所有者らが､ 逸失利益

や土地価格下落分の賠償を請求した｡ 第一審､ 第二審はいずれも全ての請求を棄却した

が､ 最高裁は一転して請求を全て認容した｡ 本件の数年前の����年､ 注意義務の判断

基準の中心に近接性概念をすえるアプローチの主導者だった.����判事が連邦総督に任

命されて最高裁を去るとともに､ 一貫して同判事に反対する立場をとってきた+�����

判事が首席判事に就任したことにより､ 近接性アプローチは急速に最高裁での支持を失
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い､ 新たな判断基準をめぐって混乱が生じた｡ 本件で�人の裁判官が述べた判決理由は､

そうした混沌とした状況を象徴するように各人各様まちまちで統一性を欠いているが､

唯一､ ｢認識されていた原告｣ 基準だけは全判事によって採用されている｡
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�����!���������5���&���”�(����) *�6���(��2�7������	�

�� �������*������

�� 8����9* �"�2��	���

�	 被告の不法行為によって原告の被用者が死傷したために原告がその労働提供を受けられ

なくなったとして損害賠償を求める場合には､ ������
���	�	����		�というイヤー･

ブックの時代に起源をもつ特別の訴訟方式が存在する｡ 主人が奉公人に対して所有権を

有するという現代では通用しない思想にもとづくものであるため､ イギリスでは���*

年の制定法によって廃止されたが､ カナダでは使用者と被用者の関係を広くカバーする

ものとしてまだ多くの州で残されている｡ 本件の舞台となったブリティッシュ・コロン

ビア州は制定法で禁止していた数少ない州の一つであったため (����年に完全廃止)､

原告は (恐らくは,���+事件後の不確実な法状況に勝算を感じて) ネグリジェンスとし

て訴求したのである｡ ������
���	�	�� ��		�については､ ������“/��1���

 ��7�����5�����”(����) ���1�2���3��������������������*�	
*�*3:��������

�����������(*		�) ��*��
*��3�("����������#)������"����;���“2�!�����

'��5�����������
����	�	����		�”�(,�7��;�������) を参照｡
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�� 掘削基地の所有者である���も修理費用について損害賠償を請求しており､ 造船会社

に対する請求は契約中の免責条項の効力が及ぶとして棄却されたが (この点についての

み判事間で判断が分かれた)､ 下請会社に対する請求は寄与過失により�割減額して認

容された｡ 割合的な寄与過失に関する海事法上の問題については､ �����������

“����� !����"��#$�% � ��&�'()%�! #�����%���#������ #���*!#�#� !

&#��”�(����) �+
&
�
��,�����(���に詳しい｡

�, ������
������,�(��,�


�- 原告は､ 責任の不確定性は被告が賠償責任を負う相手を掘削基地の使用者に限定するこ

とで回避できると主張したが､ ｢認識されていた原告｣ 論と同じであるとして否定され

た｡ また､ 原告の損害は関係的経済損失ではなく､ 掘削基地が使用不能となったことか

ら���に生じた結果的経済損失が原告に ｢移転した損失 (�%���.�%%���#��)｣ である

との主張は､ 同法理の対象は物理的損害に限られていること､ 原告の主張する損失は

���以外との契約から生じたものも含んでいること､ 原告が���に支払った使用不能

期間中の賃貸料は���に生じた結果的経済損失とは性質が違うことを理由に､ やはり

否定された｡
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�� 多くの論者の理解も同様であり､ たとえば､ �����������“/�%�*!#�#� !&#�� ����

� "��#�%�#.0���%�� �1�� �2��� �"���	3��%�4����5”�(�) �+
&
�
����,�

は､ �#'������事件以後の判決が6#%�7事件における ｢$!&�!�� �判事の判決を､ た

とえ覆したとはいわないまでも､ その権威を低下させている｣ とし､ 8����% � ��“�#�(

�%�!����*!#�#� !&#�� �6�'9������(:4�#�+���� ���6� "�;#�%:������5”�

(����) ��� !�#% �<
4��� �"�#�&
��2
�������は､ $!&�!�� �判事の判決は

｢和解じみた言葉で語られているが､ よく分析すれば全面降伏であることが明らかであ

る｣ とする｡ 最高裁もその後の判決で､ �#'������事件は ｢推定的賠償否定原則｣ を

導入したという解釈を示している｡ 
���$�%����� �� �"&��
2
�����������	
�
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�������(�����
�=�!#;�!! ���$�>#%??
反対に､ 関係的経済損失にも 0���@

8���##A�基準が適用されると理解するものとして､ �����"�%(��%���“6�%2#��

	�#!7�6�%2#���#�%��1+��0���@8���##A�+����#������!��5”�(���-)��0���
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--���-�(-��がある｡
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のように両判事の手法の違いは実際には見た目ほど深刻な対立ではなかったとするもの
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もあるが､ 多くの論者は根本的な立場の相違にもとづく原理的な対立と評している｡ ���

�������	�
����������������������������������������
����������������

� ��

!" #�����$��������%��&'��(�&'� (は､ 近接性は法政策にもとづく判断と異なるところは

なく､ これらを�つに分けることには何の意味もないとする｡ このように近接性概念に

対する辛辣な批判は多いが､ 例えば��	������“#)�*���������+,�����-���������”�

(�! !) �%����.�/�0�"����%は､ ｢近接性概念の唯一の効用は､ 難解な事件で出さ

れる判決が､ 裁判所の異論の余地がある価値判断にもとづいているという事実を覆い隠

し､ 既存の法原理に照らして導かれた価値中立的な判決であるという外見を維持するこ

とである｡｣ と断じている｡

!� 	������%���"  �このように船舶傭船契約では船舶自体の現実の占有が傭船者に移

転するのに対し､ 単なる定期傭船者 (�	��)������) は船舶による運航という役務の

みを得るだけなので､ この例外類型には該当しない｡ アメリカにおける純粋経済損失一

般についての賠償否定原則のリーディングケース､ 0����
1�$1��230�4���,��5�

*������%.����"�(�!��) は､ まさに定期傭船契約の事案である｡ もっとも､

*���)�
��������������%���%�は､ すべての傭船契約では傭船者が損害保険で自衛

するのが効率的であるとの分析にもとづき､ 船舶傭船契約の場合でも賠償を否定すべき

であるとする｡ �
����������������!"も､ 傭船者の船舶支配の態様の違いだけでは

両者を区別する根拠としては不十分であるとする｡

!� 損害を受けた物に対して原告が排他的な物権的権利を有している場合､ その損失は関係

的経済損失ではなく自己の財産に対する損害といえるのではないかとの疑問がある｡

*���)�
������������は､ ｢経済的損失をあたかも財産に対する損害と同じように扱

うこと｣ に本例外の存在理由があると説明しているが､ これに対し6��7��“��
�+$���

)�8	4�

�����$�+0���5������0��������9����	��/�

”�(�""%) %��.�,�/���%%

����は､ ｢占有する利益はまさに物権であり｣､ この場合の経済的損失は自己の財産に

対する侵害から生じたものに他ならないからそもそも関係的経済損失にあたらないとし､

:��	�����6�

����
������������������������������������������(�""!)

���!も､ この類型は真の例外ではなく､ 結果的経済損失にすぎないとしている｡
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)�&�!��(;�,���%�共同海損を賠償否定原則の例外

とする理論的根拠は必ずしも明らかではない｡ その説明を試みる6��
���“#)�6�
�
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”�

&�"" (#�/���/9=8���&'��(���&'��(は､ まず共同海損の分担金の賠償が認められ
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るのは､ その共同海損行為が､ 船荷の所有権など自己の排他的権利に生じた共同の危険

を回避または軽減するためになされた場合に限定する｡ そして､ このように自己の権利

に直接関係する不法行為がなされたときは､ その結果被ったのが物理的損害であろうと

回避のための経済的損失であろうと､ その賠償を認めるのが不法行為法の一般原則であ

り､ 自己の権利に対する侵害やその恐れが存在しない場合に適用される賠償否定原則と

は無関係であるとする｡ 関係的経済損失の賠償否定原則の根拠を､ 損害を受けた財産に

対して原告が被告を排斥しうる権利を有していないことに求める������������	
��


��も､ 自己の人身や財産に対する権利が物理的損害を受けるのを回避するための支出

は賠償が認められて当然であるとする｡ この立場からは､ 三つの ｢例外｣ はいずれも原

告自身の権利侵害に関わる場合であるから､ 賠償否定原則の例外ではなく､ むしろ同原

則の理論的根拠を具体化したものであることになる｡
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������������判事はこの解釈をイギリスの���������	������� ��!�

"��#�	�$� ��	��( ��%�&�����)�
��������とアメリカの'����(�������	 ��!�

�)�������#$������*��+���(�	� ���
���) に依拠させているが､ 両判例における

共同事業の内容はそのような広いものではなく､ 実際には独自の解釈である｡ ���

�����	�����������

���+�+��(
���) �	����
��

�� ����������	
����

�� ,��-�.�+���+ �.�	�-'�����(
���)�
��,-�+�/0�1�2�3����	
��
���原審は､

共同事業と認められるための指標として以下をあげている｡ ①当事者が金銭､ 所有物､

労力､ 知識､ 技術､ その他の財産を共同の事業に提供すること､ ②事業の目的に共通の

財産的利益を有すること､ ③事業を共同して管理監督する権利を有すること､ ④利益の

獲得を期待していること､ ⑤利益にあずかる権利があること､ ⑥通常その目的が単発の

事業に限定されること (初出は4�����	����+5��%��(�+��)������
����������
�

��+�+��(
���) !�����	������で､ これを引用した"�����!� ��	������	%�%���+

6�.���% ���(
���) �'�0�3�
���	���の再引用という形をとっている)｡ このうち､

②④⑤⑥は海上運送契約における荷主と船舶所有者の関係に一般にみられる要素である

が､ ①と③は通常は該当しないため､ ��*����	判事の ｢陸上の共同海損｣ という理解

よりも厳しいものとなっている｡
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��(&�	��� �5�)�被告

運転の自動車が起こした電柱との衝突事故により数時間にわたる停電が発生し､ 原告が
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停電中の得べかりし営業利益の賠償を求めたという典型的な ｢ケーブル・ケース｣ であ

るが､ 停電や断水で影響を受けるのが ｢小規模で､ 他から識別でき､ かつ予見可能な範

囲に属する人｣ (��������) だけという場合でなければ不確定の責任の潜在的可能性が

あるとして請求は棄却された｡
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���当事者間の近接性の存在が承認されている類型として次のものを列挙している (�
�����

���)｡ ①原告の人身や財産に対する予見可能な物理的損害､ ②予見可能なナーバス･ショッ

ク､ ③過失不実表示､ ④危険についての警告義務､ ⑤過失なく建物開発の監査を行う､

将来の建物購入者に対する地方自治体の義務､ ⑥道路整備の政策に着手した行政当局が

負う､ 過失なくそれを遂行する義務､ ⑦一定の関係的経済損失 (共同事業などの例外類

型)｡ ただし､ このリストからは/�����事件で認められた危険な欠陥製品・欠陥建

築物が抜けているため､ これらの類型は例示にすぎないとも考えられるが､ その後の裁

判例は､ これを単なるミスとみなして､ 限定列挙を意図したものと理解しているようで

ある｡ 	��0�1�����2�3���“!�������������������������
����4���5”�

[����] ����'���65	�%��+7.,�
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��$実際に､ !�����事件以降､ 被告側が訴答手続で先制攻撃をかけ､ 事実関係の些細な違

いを強調して当該事案は既存のどの類型にも該当しないと主張し､ 注意義務の不存在を

理由に却下申立てを行うケースが増えたとされる｡ 	�������8
����&�
���)���

���������������������������� ������	����������(���$) ������

����������������%�

����
������%$�

����!"!4���
�“0��
������!����-���#�����#�������”�+����,��!���'��������%�

���2�
�#���“-�*������4)����������������������"������ ��� ���	)�����

!�)��� !����9”�(����) ������
	�)��%$����:���

��%8
���“&�������3�
��1�4��;����1��4�
��1”�(����)��<�*������’=���������:��.�

また､ ������&�
���)���������%����$%は､ !�����事件が ｢カナダにおける

カナダにおける純粋経済損失についての一考察

(名城法学第��巻別冊���) ($�)�$�



ネグリジェンス法の発展をほとんど停止させてしまった｣ と嘆じている｡
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